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当社の地方創生の取組みは
こちらからご覧いただけます。本ブックレットは、SDGsにおける色盲、

色弱の方々に対してのデザインヘの
見やすさを配慮しています。

～持続可能な地域の実現に向けて～

地方創生ブックレット

地域とともに、東京海上日動



取締役社長

地方創生取組み方針
東京海上グループソリューションを活用した地方創生への貢献
を通じ、お客様や地域社会の“いざ”をお守りし、地域とともに
成長します。

推進体制
2016年７月に地方創生の全社的推進を行う「地方創生室」を新設。
2023年４月からは「地域連携室」に組織改編し、今まで以上に地域
と連携を深めていく体制を構築しました。地域連携室をハブとしながら、
全国の営業拠店で自治体・金融機関・商工三団体および様々な事業者
の皆様と連携して地方創生を推進してまいります。

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が公表する
「地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』」に
当社は2016年度から7年連続で選定・表彰されています。

採用を通じた地方創生
地域支店の8割以上の社員を当該地域で
採用し、地域の雇用を生み出しています。

　当社は、1879年の創業以来､保険事業を通じて様々な事故や災害等から地域社会をお守りし､全国各地の地域経済の
発展とともに成長してきました。
　一方､我が国の総人口は2010年をピークに減少に転じており､将来的には経済規模の縮小や生活水準の低下に繋がる
ことが懸念されています｡加えて､新型コロナウイルス感染症の拡大は、地域経済に甚大な影響を与え､人々の意識や行動
様式を大きく変えました｡

　これに対し、政府は、2020年に５か年の政策目標や具体的な施策を提示する第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
（2020改訂版）を閣議決定しました。さらに、デジタル技術が急速に発展する中、デジタルを地方の社会課題を解決する鍵
として、「デジタル田園都市国家構想」を推進しています。
　こうした環境を踏まえ、当社では「地方創生」の取組みを当社の経営理念である『「安心と安全」の提供を通じて豊かで
快適な社会生活と経済の発展に貢献する』こと、そのものであると位置づけ、地方創生の専門部署を立ち上げています。
企業の海外展開支援やインバウンド対応支援､健康経営支援やBCP策定支援など様々な地域課題の解決に資するソ
リューションを開発し､日本各地の社員が地方創生に取り組んでいます｡
　一方､地方創生の取組みは当社だけで実現できるものではなく､全国各地の当社の代理店とともに､自治体・金融機関・
商工三団体・事業者等の皆様と一体となって推進しています｡地域の皆様と連携した様々な取組みを全国に広くお伝え
することも､当社の役割だと考えています｡

　近年､自然災害の激甚化や人口動態の変化、テクノロジーの進展､新しい生活様式の浸透など､私たちを取り巻く環境
がめまぐるしく変化し､これに伴って､お客様や地域社会のリスクが変容・増大しています｡こうした先の見えない環境下に
おきましても、当社は、安心・安全でサステナブルな社会づくりへの貢献を通じて、「お客様や地域社会にとってなくては
ならない会社」“Good Company”を目指して日々挑戦を続けてまいります。東京海上グループには保険事業だけでなく、
様々な事業を営むグループ会社があり、地域課題の解決に繋がるソリューションを数多く用意しています｡今後とも東京海上
グループを挙げて､皆様と一体となって地方創生に取り組んでまいる所存です。

　引き続き一層のご愛顧、お引き立てを賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

（参考） 自治体・金融機関との協定締結件数　（2023年2月末時点）
政令指定都市

以外の基礎自治体都道府県 政令指定都市 金融機関42 13 76 36

当社が地方創生に取り組む理由

この経営理念を各地域で実践することが「地方創生」であり、
「地方創生」は経営理念の実践そのものであると考えています。

当社の経営理念

お客様の信頼をあらゆる事業活動の原点におき、
「安心と安全」の提供を通じて、

豊かで快適な社会生活と経済の発展に貢献します。

･ お客様に最大のご満足を頂ける商品・サービスをお届けし、お客様の暮らしと事業
の発展に貢献します。

･ 収益性・成長性・健全性において世界トップクラスの事業をグローバルに展開し、
東京海上グループの中核企業として株主の負託に応えます。

･ 代理店と心のかよったパートナーとして互いに協力し、研鑽し、相互の発展を図ります。

･ 社員一人ひとりが創造性を発揮できる自由闊達な企業風土を築きます。

･ 良き企業市民として、地球環境保護、人権尊重、コンプライアンス、社会貢献等
の社会的責任を果たし、広く地域・社会に貢献します。
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持続可能な開発目標（SDGs）とは､2015年に
国連で採択され､2030年までに達成すべき17の
ゴールと169のターゲットからなる国際目標です。

当社は、SDGsの取
組みを幅広い世代
に紹介する動画
「SDGsを知ろう」を
公開しています。

東京海上日動は地域に
寄り添い､地域とともに

成長します。

仕事が増える

地域が活性化

ソリューションの
提供

挑戦をする人が
増える

人が集まる

リスクが
生まれる

スマートシティ
P21

GX（脱炭素）
P20

農業・漁業・食
P11

BCP（事業継続計画）策定
P10

BCP（事業継続計画）策定

健康経営
P9 ヘルスケア

P21

P14

教育支援

デジタル活用
P19

企業の海外展開
P7

MaaS
P21

インバウンド対応
P8

企業の持続可能な経営
P12
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27地方創生を支える東京海上グループのネットワーク

29・30社会課題別索引

本ブックレットでは、当社が提供している地方創生に資するソリューションのうち代表的なものを掲載しています。
他にも様々なソリュー ションをご用意しています。詳細は営業課支社へお問い合わせください。
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各種セミナー開催 輸出支援サービス
個人向け商品の北米Amazonへの出店
支援や貿易丸投げサービスを通した
海外販路開拓支援を通して、BtoC、
BtoBの輸出支援を行っています。

企業の海外進出にあたり､認識し
ておくべきリスクやマネジメント等
について､当社現地駐在員を
はじめ､独立行政法人国際協力
機構（JICA)や外務省､ジェトロ等を
講師としてセミナーを行います。

「独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）」と協力し、当社が費用の全額または一部を
負担することにより、ジェトロの実施する３つのサービスを提供します。

海外取引に欠かせない知識を体系的に分かり易く学べるeラーニング講座です。目的別に様々な用意が
あり｢貿易実務・基礎編｣や｢英文契約編｣の他、短い時間で効率的に学べる｢英文ビジネスeメール編｣等
のご用意があります。

❶貿易実務オンライン講座

海外取引の足がかりとなる情報をジェトロが調査します。
❷海外ミニ調査サービス

※｢海外展開支援サービス｣は当社の商工三団体向け｢ビジネス総合保険制度｣｢海外PL保険制度｣に加入の会員事業者が対象です｡

海外展開支援サービス

医療・セキュリティアシスタンス
医療機関の紹介・キャッシュレス受診の手配、
身の回り品の破損や賠償トラブルに関する相談
が可能です。また、政情不安・自然災害に際し
お客様が緊急脱出する際のサポートを行います。

海外事業開始時のサービス例
現地駐在員向けアプリ
海外赴任に関するお困りごとや現地での生活を
いつでもどこでもあなたのそばでサポートできる
無料アプリを提供します。

現地法人設立

事前準備 海外輸出情報収集

業界トップクラスのグローバルネットワークを活用し､海外進出のあらゆるフェーズをサポートします。

全体像

保険による下支え・当社海外拠点と連携した情報提供

越境EC等の
テストマーケティング  等

eラーニングによる社員教育

カントリーリスク等による
事業停止リスク対策の提供   等

駐在員派遣前の心配事に関する情報提供

輸出貨物に関するリスク情報の提供   等

海外販路開拓支援

各種セミナー開催   等

海外リスクに関する
情報誌の提供

※他にも様々なテーマ・ラインナップをご用意しています。

「しらべる」→「よびこむ」→「もてなす」→「そなえる」の４STEPで､インバウンド事業を支援します。

全体像

しらべる!

国内で発生している医療費未収問題という課題
解決も踏まえ､訪日外国人旅行者が日本国内でケガ
や病気等を被った場合の不安・不便等を解消すべく､
訪日外国人向け海外旅行保険を提供しています。

そなえる!
自治体や事業者のニーズに応じたセミナー
を提供しています。

インバウンドセミナー

よびこむ!しらべる! そなえる!もてなす!

ソーシャルビッグデータを活用
したインバウンド観光調査

初めて取り組むインバウンド
対応の「どうしよう?」を解決

対人・対物事故が発生した場合
の賠償責任リスクへの備え 等

インバウンド
集客・受入支援サービス

世界に向けてWEBで
手軽にアピール!

超ビジネス保険

｢インバウンドツーリズムを
通じて日本を元気にする｣
をミッションに､インバウンド
に関する情報発信､研修・
セミナー等を展開する企業。
当社と業務提携を結び、
セミナー講演や情報提供
サービス､コンサルティング
サービスを提供しています。 代表取締役  村山慶輔

多言語
電話通訳
サービス

インバウンド
情報提供
サービス

インバウンド
コンサルティング
サービス

インバウンド対応に強みを持つ企業と提携し、
インバウンド対応支援メニューを提供しています。

もてなす!

訪日外国人向け海外旅行保険のご案内

一般社団法人JARTA
代表理事　高山 傑

サステナブルツーリズム

テーマ別の豊富なセミナー講師陣

観光レジリエンス研究所 
代表　高松 正人

インバウンド受入環境整備における
災害時の対応

※４７都道府県ごと
に同様の分析を
しています。
※本分析は2019年
まで実施してい
たものになります。
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ニセコマウンテンリゾート
　　　グランヒラフスキー場

さっぽろテレビ塔

狸小路商店街

小樽運河

大通公園

函館山

札幌駅前通地下歩行空間

すすきの

二条市場

北海道庁旧本庁舎

旭山動物園小樽駅

白ひげの滝

白い恋人パーク

地獄谷

藻岩山

五稜郭タワー

函館朝市どんぶり横丁市場

函館市電

さっぽろ雪まつり

五稜郭公園

ニッカウヰスキー余市蒸溜所

北海道大学札幌キャンパス

函館山
ロープウェイ

ニングルテラス

元祖さっぽろラーメン横丁 サッポロビール博物館

ファーム富田

白金青い池

札幌市時計台

北海道に
関する

分析結果の
一部抜粋

ソーシャルビッグデータを活用した全国インバウンド
観光調査を４年連続（2016～2019年）で実施し､その
結果を無償で提供しています。訪日外国人観光客の
生の声から、隠れた穴場スポットの発見や、観光施策
の立案・プロモーションに活用できます。

日本国内におけるケガや病気の治療費用､本国
等への移送費用等を補償します。

治療費キャッシュレスサービス

医療通訳サービス

アプリを通じた各種サービス提供
アシスタンス会社への直通コール・災害情報の配信等

東京海上グループが提供する保険商品・サービスや海外ネット
ワーク、ノウハウ等をフル活用し、企業の海外展開を支援します。支援の概要

地域のビジネスを海外へ！

1 企業の海外展開支援
自治体、事業者向けに、マーケティングからリスクマネジメント
まで一貫して支援します。支援の概要

訪日外国人6000万人に向けて

2 インバウンド対応支援
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はじめ､独立行政法人国際協力
機構（JICA)や外務省､ジェトロ等を
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等への移送費用等を補償します。
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ワーク、ノウハウ等をフル活用し、企業の海外展開を支援します。支援の概要
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＊従業員の健康保持・増進の取組みが将来的に収益性等を高める投資であるとの考えのもと、健康管理を経営的な視点から
考え、戦略的に実践すること。「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

2023年３月8日時点

●健康経営優良法人認定制度とは、地域の健康課題に即した取組みや日本健康会議が
進める健康増進の取組みをもとに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小
企業等の法人を顕彰する制度です。健康経営に取り組む法人は年々増加しています。

健康経営に係る顕彰制度と認定法人数

顕 彰
制 度

認定
法人数

31業種49社
（原則1業種1社）

500法人 2,176法人 500法人 13,512法人

健康経営優良法人認定制度

大規模法人部門
（ホワイト500）

中小規模法人部門
（ブライト500）

中小規模法人部門
※ブライト500除く

健康経営銘柄
東京証券取引所
上場会社 大規模法人部門

※ホワイト500除く

健康経営支援ツール、取組事例紹介の冊子

これまでの取組みが評価され、
東京海上ホールディングスは
保険業で唯一8年連続「健康
経営銘柄」に選定されています。

生産年齢人口が減少する中､企業の持続的な成長には従業員の健康管理や働きやすい職場
づくりが経営上の大きな課題となっています。東京海上グループでは、社員の健康を経営の
重要なテーマと考え、グループCEOをトップに健康経営を推進しています。これまでの取組みや
ノウハウをお客様にもお届けするため、健康増進に係る社内イベントに使える「健康チャレンジ
キャンペーンツール」や健康関連情報チラシ「健康アップ通信」の提供、健康経営優良法人の
認定取得支援を行っています。また、健康経営の取組事例をまとめた冊子の発行や､各地
での健康経営セミナー等、健康経営の普及啓発にも取り組んでいます。

全体像
BCP支援事業継続力強化計画策定支援

＊1 BCP＝Business Continuity Plan
＊2「事業継続力強化計画」認定制度＝中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度。
認定を受けた企業は税制措置や金融支援､補助金の加点等の支援を受けられます。

簡単早わかりシート BCPコンサル

大企業

BCPかんたんナビ

令和4年度・中小機構による「事業継続力強化計画の策定支援」事業の受託について

事業継続力強化支援計画策定支援

全体像

リスクファイナンス支援
事業継続力の強化には、「防災・減災対策」に加えて
「リスクファイナンス」が必要です。リスクファイナンス
に関するセミナー開催や保険の見直し等を支援します。

例 地震・水災・風災時の補償、
感染症発症者がいた場合
の休業損害補償　等

当社は独立行政法人中小企業基盤整備機構による「令和4年度中小企業強靱化のための事業計画策定支援に
係る業務」（以下「本事業」）を受託しました。当社は、本事業の展開を通じて、約1,200社程度の全国の中小
企業・小規模事業者の強靭化支援を行い、災害に強い地域づくりに貢献しました。

商工団体が地域企業の事業継続力を強化する事業に対する計画＊策定、計画推進を支援します。
＊都道府県知事認定

東京商工会議所主催
「東京ビジネスチャンスEXPO」
にてBCPセミナーを開催

宮古市と連携した
「事業継続力強化計画セミナー」開催

京都府と連携した
「介護事業者向けBCPセミナー」開催

実施事例

市や商工会議所と連携した
事業継続力強化計画セミナー 介護BCPセミナーBCPセミナー

中小企業

災害や感染症拡大時の初動対応
や計画策定のエッセンスを凝縮し
たオリジナルツールで、計画から
国の認定に向けた電子申請用の
シート作成まで支援します。

簡易版BCPシートを３ステップ、最短
1 0分で作成できるオリジナル
ツールです。事業継続力強化計画
も作成可能です。

BCPの構築から運用まで、専門家に
よるトータルな支援を実施します。

１．企業支援

2．地域との連携

全国各地でBCPや事業継続力強化計画のセミナーを実施しています。

東京海上グループのノウハウを活用し、企業・関係者に応じた各種支援を行います。

健康経営®＊の実践､周知啓発や地域企業の健康経営の支援
を行います。支援の概要

企業と社会を成長させるカギ

3 健康経営支援
BCP＊1や､事業継続力強化計画＊２の策定支援等を通じて､災害・
感染症に強い企業となり､従業員の安全と顧客からの信用を
守る支援を行います。

支援の概要

有事に強い会社になる

4 BCP（事業継続計画）策定支援

平
時
の
健
康
経
営

有
事
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
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＊従業員の健康保持・増進の取組みが将来的に収益性等を高める投資であるとの考えのもと、健康管理を経営的な視点から
考え、戦略的に実践すること。「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

2023年３月8日時点

●健康経営優良法人認定制度とは、地域の健康課題に即した取組みや日本健康会議が
進める健康増進の取組みをもとに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小
企業等の法人を顕彰する制度です。健康経営に取り組む法人は年々増加しています。
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認定
法人数
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（原則1業種1社）

500法人 2,176法人 500法人 13,512法人

健康経営優良法人認定制度

大規模法人部門
（ホワイト500）

中小規模法人部門
（ブライト500）

中小規模法人部門
※ブライト500除く

健康経営銘柄
東京証券取引所
上場会社 大規模法人部門

※ホワイト500除く

健康経営支援ツール、取組事例紹介の冊子

これまでの取組みが評価され、
東京海上ホールディングスは
保険業で唯一8年連続「健康
経営銘柄」に選定されています。

生産年齢人口が減少する中､企業の持続的な成長には従業員の健康管理や働きやすい職場
づくりが経営上の大きな課題となっています。東京海上グループでは、社員の健康を経営の
重要なテーマと考え、グループCEOをトップに健康経営を推進しています。これまでの取組みや
ノウハウをお客様にもお届けするため、健康増進に係る社内イベントに使える「健康チャレンジ
キャンペーンツール」や健康関連情報チラシ「健康アップ通信」の提供、健康経営優良法人の
認定取得支援を行っています。また、健康経営の取組事例をまとめた冊子の発行や､各地
での健康経営セミナー等、健康経営の普及啓発にも取り組んでいます。

全体像
BCP支援事業継続力強化計画策定支援

＊1 BCP＝Business Continuity Plan
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役員の経営判断や従業員同士のトラブル
から経営者の責任を問われる等、株主や
従業員、取引先から受ける訴訟リスク等の
支援＊１や､経営者が死亡・就業不能になった
場合の一時資金や相続財産の納税資金の
準備支援＊３等に対応します。

自社が受けられる可能
性の高い助成金を自動
診断できる「助成金・補
助金診断システム」＊4

を提供しています。

企業調査からM&A
におけるトラブル
対策までスムーズに､
大小様々な規模の
事業承継をサポート
します。＊1

以下､A・Bに関する取組みは､内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局が公表する
2021年度｢地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』｣に選定・表彰されました。

今後の新規事業・事業
成長・DX推進等に取り
組むための専門性を
備えたプロ人材の
活用を支援します。

様々な側面
からお支え
します

約５分で診断します。

様々な取組みの一例として､
㈱バトンズ及び全国商工会
連合会との包括連携協定を
結んだ際の締結式の様子。

M＆AのマッチングA

個別リスクへの対応C 資金対策D

プロ人材のマッチング＊2B

企業を取り巻く様々なリスクに対し、当社グループのソリューション等で企業の持続可能
な経営を支えます。

経営に関する各種リスクへの支援

＊1 東京海上日動火災保険の商品・サービスになります。
＊2 東京海上日動キャリアサービスの「プロドア」サービスになります。

＊3 東京海上日動あんしん生命の商品・サービスになります。
＊４ ライトアップ社と提携し、提供するサービスになります。

企業の多種多様なニーズ
や経営課題に対して､当社
グループや各分野のプロ
フェッショナルとのネット
ワークを利用し､情報提供
だけに留まらない課題の解決
までをワンストップで支援
するソリューションをご提供
しています｡

中小企業向けソリューションサイト「BUDDY+」

詳しくは､こちらを
ご覧ください。 

農業事業者・食品事業者の個別リスクに応じた保険の開発・提供

＊1 GAP=Good Agricultural Practice（農業生産工程管理）：
農業において､食品安全､環境保全､労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組み

＊2 HACCP=Hazard Analysis and Critical Control Point（危害分析重要管理点）：
食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で､原材料の入荷から製品の出荷に
至る全工程の中で､それらの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しよう
とする衛生管理の手法

農業法人のさらなる
活躍を支援します。

目指す姿の一例
GAP＊１

（一次産品の認証）

HACCP＊2
（加工の認証）

6次産業化

農
業
支
援

海
外
展
開
支
援

海外展開
支援サービス

海外リスクに関する
各種情報提供

GAP＊１､HACCP＊2の取得の重要性等をセミナー
等で広く周知を図り､リスクマネジメントや
インバウンド対応等も意見交換しています。

●  一次産業
養鶏の温度変化での死亡リスク､
茶葉の風味劣化リスク

●  二次産業
酒造中の停電リスク、異物混入
リスク､食肉加工・保管中の温度
変化リスク 　　　　　　　　等

各種セミナー開催
様々な分野の専門家を
講師に招き､農業経営に
有益な情報を提供します。

自治体､商工団体､金融機関
等を通じた地域事業者支援

陸上養殖事業の発展に貢献していくため、
主にスマート養殖デバイス等を活用した
陸上養殖事業者に対し、保険商品とリスク
ソリューションを提供していきます。 
※対象は閉鎖循環式陸上養殖事業のみとなります。

食文化の海外展開支援
日本の食材・酒類を海外の日本食レス
トランに向けて小ロットから輸出を開始
できる日本文化輸出パッケージの提供を
行っています。
※7ページ掲載の「輸出支援サービス」の1つです。

陸上養殖への取組み

事例

農業・漁業・食品事業を成長産業に

5 地域の特産品の競争力向上に
向けた支援

東京海上グループが提供する保険商品・サービス等を活用し、
企業の円滑な事業運営・事業承継をサポートします。支援の概要個別リスクに応じた保険の開発・提供や、各種セミナーや当社

ネットワークを通じた支援を実施します。支援の概要

企業のサステナブルな経営へ

6 企業の持続可能な経営支援
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リスクと未来を考える授業
パン屋さん経営を題材としたカードゲームを通じて経営を疑
似体験しながら､｢挑戦すること」「チャンスを活かすこと」
「リスクを想定し､その対応を考えること」の大切さを学び､
職業観を身につけるための授業です。
（千葉大学教育学部教授・副学部長
  藤川大祐先生  監修）

地震・津波発生のメカニズム、
発生時に身を守る方法、
事前の備え等を学ぶ授業
です。

ぼうさい授業
～地震・津波編～

（東北大学  災害科学国際研究所   監修） （東北大学  災害科学国際研究所、京都大学
  防災研究所   監修）

大雨が降るメカニズム、
避難行動を起こす心構え、
避難所での過ごし方等を
学ぶ授業です。

ぼうさい授業
～水害・土砂災害編～

みどりの授業
マングローブの植林活動を題材
に、地球温暖化防止・生物多様
性・津波や土砂流出の被害軽減
等の効果について学び、自分
たちでできる地球環境保護活動
について考える授業です。

ぼうさい授業

おかねの授業
人生を冒険として捉え、様々なミッションにお金
を駆使しながら挑んでいくカードゲームを通じて、
金融サービスの役割・活用方法を体験的に学ぶ
ことで、金融リテラシーを身につける授業です。

高齢者の「歩く」
「聞く」「見る」の
３つの特徴を学び
ながら、高齢者
について理解を
深める授業です。

かいごの授業
～お年寄りのことを知ってもらう授業～

東京海上グループ社員や代理店が講師となり学校に訪問し、
未来を担う子どもたちへの教育支援として､環境､防災､キャリア、
金融、高齢者社会をテーマとした教育プログラムを提供します。

支援の概要

未来を担う子どもたちへ

1 教育支援
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創業100年を超える長寿企業、その物語
に秘められた知恵を、地域の皆様ととも
に発掘し、次世代への継承と、地域活性
を目的としたイベントを開催。

唯一無二の知恵を､次の世代・時代へと遺していくために､｢智慧の燈火（ちえ
のともしび）プロジェクト｣を立ち上げ､映像､イベント､雑誌や独自のコミュニ
ティを通じて発信｡長寿企業のみならず､自治体・経済団体・金融機関・メディア
等と連携し､地域の課題解決とイノベーションの創造に取り組んでいます。

地方創生経営者フォーラム

長寿企業が持つ､唯一無二の知恵を発掘・融和し､次代へと伝承

2022年10月 岡山

地域関係者（産官学金労言士＊等）を一堂に会した「地方創生研鑽会」を開催し、地域活性
化に向けた意見交換を通じた異業種交流、人材育成、人脈構築等を実現します。グループ
ワークを通じた論議を行い、最終的には自治体へ地方創生に資する提言等も行います。

甲府創生次世代研鑽会 三重県創生研鑽会

SDGsによる地方創生
～パートナーシップにより
　甲府を元気にするために～

テーマ
SDGs de 地方創生
みんなで考えよう持続可能
な三重の未来

テーマ

＊産業界・行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・言論界・士業。地方創生を進める上では、地域の様々な関係者
と連携することが重要とされており、この地域関係者を指す際等にしばしば用いられる。

地方創生研鑽会とは

実施事例

地域に提言

地方創生研鑽会
東京海上日動が運営

講演
（総合戦略説明等）
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地方創生研鑽会

グループワーク

A社 B社 C社 D社 当社

グループワーク
G社 当社F社E社 地元大学生

金 士官 学産 金 労 言

地域の皆様

16社１校21名が参加。
テーマに沿って議論し、
内閣府主催「地方創生
☆政策アイデアコンテ
スト」に応募。2年連続
で中部経済産業局長賞
受賞、最終審査会に進出。
2021年度の優秀賞受賞
アイデアは実現に向け
取組みが進んでいます。

１市10社2校28名が
参加。甲府市のSDGs
推進ビジョン７つの柱
の中からテーマを設定
し施策を議論、提言し
ました。甲府市では
実際に施策展開する
方向で検討されてい
ます。

全国の警察本部等と連携した
啓発チラシ作成

代理店向け季刊誌での地域の
魅力発信

全国の警察本部
等と連携しながら
｢サイバーリスク
対策｣などの各種
啓発チラシ等を
作成し､地域への
啓発活動を支援
しています。

当社が発行している全国の代理店向け季刊
誌にて､毎号１つの都道府県を取り上げて､
地域の魅力を発信しています。

各地の魅力を伝えるイベント

物産展等のイベントを開催し､各地の魅力を
伝える活動を支援しています｡

当社webサイトに訪れた方を各自治体の
公式サイトや観光サイトへ誘導します。
※協定締結自治体のみ

当社webサイトから自治体
サイトへのリンク（バナー設置）

当社ネットワークを活用した全国各地の魅力発信や、自治体等
と連携した各種啓発活動など地域の情報発信を支援します。支援の概要

地域の情報を発信！

2 情報発信支援
地方創生をテーマに異業種交流を図る「地方創生研鑽会」を
開催しています｡地域の皆様と地方創生を考える中で､次代を
担う中堅社員の人材育成や人脈構築を支援するとともに､企業
と学生の接点を作り地元で働く意義を考えるきっかけとします。

支援の概要

異業種交流で地域を活性化

3 地方創生研鑽会
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人事交流の例

自治体職員を派遣研修生として受け入れ､当社社員として通常業務を
担っていただきます。

当社への受入（例）

自治体研修生制度

●受入実績（1989年より実施）   自治体数：36自治体
　　　　　　　　　　　　　　人　    数：207人(2023年4月1日時点）

当社からの出向（例）

仙台市の地域経済再生、
中小企業の経営基盤強化
において中小企業が抱える
課題解決、成長に資する取
組みを支援しています。

仙台市
平田　ゆみ子

群馬県内の事業者の皆様
の海外ビジネス展開支援、
国内販路開拓支援や産業
分野別支援等の役割を
担っています。

群馬県
堀越　有紗

東
京
海
上
日
動
・
東
京
海
上
グ
ル
ー
プ
会
社

自
治
体
・
各
地
の
金
融
機
関
・
企
業
・
団
体
等

目　的
●損害保険会社の保険を通じ
た社会課題に対する取組み
を学ぶ

●民間企業の発想力、行動力、
意思決定プロセスを知る

●他の自治体研修生と人脈を
形成する

産学官民一体のシンク＆
ドゥタンクであるFDCで､
福岡を核として､国内外と
連携し事業性のあるプロ
ジェクトを推進しています。

福岡地域戦略推進協議会
平島　美和

出会い、理解し合い、学び合う

自治体等と相互に人事交流を実施し､人材育成の支援や各地の
地方創生の取組みを推進しています。支援の概要

4 人事交流
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デジタル戦略の推進

協業による新たな価値提供

防災・減災領域におけるオープンイノベーションの取組みや人の力とデジタルのベスト
ミックスによる安心・快適な事故解決プロセス、DXを推進・実現するための人材育成
などが評価され、東京海上ホールディングス㈱が「DX銘柄*2022」に選定されました。

地域における企業との連携事例
静岡県においては、地域中核企業の有するエネルギー
や設備系のノウハウと当社の中堅・中小企業向け
脱炭素経営支援や各種保険商品・サービスを組
みあわせ、地域共創・社会課題の解決を実現する
ことを両社で目指し、地域に根差した連携をして
おります。

「防災・減災」「ヘルスケア」「サイバー」「モビリ
ティ」の領域を中心に、お客様のあらゆる課題を
解決するため、デジタル技術を持つスタートアップ
との協業を通じて、これまでの保険事業の枠を
超えた新たな価値提供に取り組んでいます。

全体像

気候変動リスク（移行リスク・物理的リスク）の
定量評価支援機能を有する当社開発システム
を活用し、企業にとって実務負担が大きい
TCFD情報開示をサポートいたします。

TCFD情報開示支援
「GXとは何か」「企業の取組意義」「業種
に応じた取組事例」等､各種情報を
セミナー等を通じてお届けし、企業
の皆様の脱炭素を支援いたします。

地域企業に向けた脱炭素支援

地域脱炭素推進の中核を担う金融機関様と連携し、脱炭素化に向けた商品・ソリューションの提供、
サステナブルファイナンスの促進に資する補償を提供します。

金融機関が起点となるGXの推進

脱炭素先行地域を中心とした「カーボンニュートラル実現」に取り組む自治体様に、様々な事業者様
と連携し脱炭素に関わる全体のご支援をはじめ、「太陽光PPA事業者向けパッケージ保険」や自治体
新電力向け「電力卸売価格変動保険」などの提供を通じて地域の脱炭素化に貢献してまいります。

地域脱炭素の実現に向けた支援

静岡県内における
脱炭素の実現

地域企業の脱炭素
経営支援

●脱炭素先行地域における
連携・協業

●自治体向けゼロカーボン
推進に向けた連携・協業

●脱炭素営業モデル・商品・
サービスの開発

ゼロカーボンシティ実現に向けた包括的支援

地域脱炭素の実現
自治体 地域住民

東京海上グループ

保険代理店

自動車ディーラー地域金融機関商工団体中小企業大企業地域新電力再エネ事業者

東京海上グループが有するネットワーク

企　業

弊

社

支
援
例

連 携

EVPHVに
合わせたエネルギー

関連支援

脱炭素推進に
繋がる金融商品
組成の支援

GX関連
セミナー等

TCFD
情報開示支援

電力卸売価格
変動保険

太陽光PPA
事業者向け
パッケージ保険

自治体のDX　　　　　　　  支援
保険金支払い（損害サービス）で培った知見
を活かした「自治体向けDX支援サービス」の
提供を通じて、自治体業務のBPR*をご支援
します。
＊「Business Process Re-engineering」の略称で、
業務や組織の根本的な見直しを行う取組みを
指します。

デジタル・トランス
フォーメーション（ ）

＊DX（デジタル・トランスフォーメーション）に取り組む企業を、経済産業省、東京証券取引所および
（独）情報処理推進機構が共同で選定するもの。

※東京海上日動火災保険のサービスになります。

事前の啓発活動
サイバーセキュリティに関する最
新情報やサービスを提供する
ポータルサイト「Tokio Cyber 
Port」を通じて､企業のサイバー
セキュリティ対策の取組みを
サポートしています。

警察や商工三団体などと
連携し、企業の経営者向
けのサイバーセキュリティ
対策セミナー等を全国
各地で実施しています。

サイバーリスクへの支援

詳しくは､こちらを
ご覧ください。

サイバーリスクに関するトラブルやインシデントについて、専用ダイヤルにて365日24時間サイバー専門
組織が対応し、初動対応から再発防止に至るまでワンストップでご支援します。

事後のサービス提供（緊急時ホットラインサービス等）

スタートアップ
ソリューション

新たな
価値提供

伴走型の
官民共創
による
社会課題
解決

行政DXの必要性と
課題

膨大な事務・増加する
業務

社会インフラとしての
機能

自治体の課題
損害サービスとの親和性

損害サービスDXの
実績

オペレーション
構築力

パーパス（存在意義）

損害サービスの強み

デジタルを駆使して“いつも”支える存在へ

社会課題が拡大する中、地域社会の皆様の“いざ”という時を
支えるために、テクノロジーとデータを活用し、“いつも”支える
ことができる存在を目指します。

支援の概要

1 デジタルを活用した
新たな価値提供の取組み

GX（グリーン・トランスフォーメーション）に挑戦する地域・企業を支える

お客様のカーボンニュートラルや地域のゼロカーボンシティの
実現に向けた取組みを支援し、地域における産業の成長・発展に
貢献します。

支援の概要

2 カーボンニュートラル実現に
向けた取組み
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●脱炭素営業モデル・商品・
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自治体 地域住民

東京海上グループ
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企　業

弊

社

支
援
例

連 携
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合わせたエネルギー

関連支援

脱炭素推進に
繋がる金融商品
組成の支援
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セミナー等
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保険金支払い（損害サービス）で培った知見
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デジタル・トランス
フォーメーション（ ）

＊DX（デジタル・トランスフォーメーション）に取り組む企業を、経済産業省、東京証券取引所および
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事前の啓発活動
サイバーセキュリティに関する最
新情報やサービスを提供する
ポータルサイト「Tokio Cyber 
Port」を通じて､企業のサイバー
セキュリティ対策の取組みを
サポートしています。

警察や商工三団体などと
連携し、企業の経営者向
けのサイバーセキュリティ
対策セミナー等を全国
各地で実施しています。

サイバーリスクへの支援

詳しくは､こちらを
ご覧ください。

サイバーリスクに関するトラブルやインシデントについて、専用ダイヤルにて365日24時間サイバー専門
組織が対応し、初動対応から再発防止に至るまでワンストップでご支援します。
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スタートアップ
ソリューション

新たな
価値提供

伴走型の
官民共創
による
社会課題
解決

行政DXの必要性と
課題

膨大な事務・増加する
業務

社会インフラとしての
機能

自治体の課題
損害サービスとの親和性

損害サービスDXの
実績

オペレーション
構築力

パーパス（存在意義）

損害サービスの強み

デジタルを駆使して“いつも”支える存在へ

社会課題が拡大する中、地域社会の皆様の“いざ”という時を
支えるために、テクノロジーとデータを活用し、“いつも”支える
ことができる存在を目指します。

支援の概要

1 デジタルを活用した
新たな価値提供の取組み

GX（グリーン・トランスフォーメーション）に挑戦する地域・企業を支える

お客様のカーボンニュートラルや地域のゼロカーボンシティの
実現に向けた取組みを支援し、地域における産業の成長・発展に
貢献します。

支援の概要

2 カーボンニュートラル実現に
向けた取組み
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MaaS ～安心・安全な交通社会の実現～

自動運転システムの開発を手掛ける米国May Mobility社と資本
業務提携し、自動運転プロジェクトに共同で参画しています。
また、同社が有する自動運転データを当社の自動車保険事故
データ・オペレーションと組み合わせることにより、自動運転向け
リスクコンサルティングや損害サービスの開発など、安心・安全な
自動運転サービスの導入・普及に取り組んでいます。

自動運転領域に向けた取組み

宇宙プロジェクト
宇宙特有のリスクへの新たな
保険商品やソリューションの
開発はもとより、人工衛星
データ等を活用した気候変動
対策や災害予測、宇宙産業の
成長・発展に向けた支援等を
通じて、地上の様々な社会
課題の解決への貢献も目指
し、取り組んでいます。

自治体や企業との連携

安心・安全な普及に向けた取組み

スマートシティ ～ICTを活用した地域課題の解決～

市民の幸福度を様々な角度から測定する日本初の総合指標パッケージである LWC指標は、
デジタル田園都市国家構想のKPIの一つとして位置づけられており、今後自治体における
重要度が高まることが予想されます。当社は民間事業者を代表して、指標の開発と活用促進
を担っています。

個々人の疾病リスクを低減させ、高い健康度を維持したままで高齢期を迎えられる社会
を実現することを目的に、疾病予測モデル等の研究・開発を行うための共同研究講座を
弘前大学・バリューHRと開設しました。今後疾病予測モデル等を用いたサービス提供
や保険商品の開発を行っていきます。

Liveable Well-Being City指標

災害発生時の生活再建支援体制の構築

ヘルスケア - 共同研究講座「健康寿命延伸学講座」を開設‐

災害発生時の対応として、被災箇所をドローンで
撮影し３Dデータを収集、最先端の3Dモデリング技術
を活用する事で「最短で被災箇所の復旧を可能と
する工法・アプローチ」を検証し、工事事業者へデータ
連携を行う体制を整備しました。

地域社会の更なる発展に向けて

2022年4月、企業連合「防災コンソーシアムCORE」を
始動しました。多種多様な業界の企業・団体が持つ
強みを組み合わせ、７つの分科会が発足しています。
業界の垣根を超え、災害に負けない強靭な社会の構築
を目指します。
＊2023年１月時点

防災コンソーシアムCORE  会員数85社に拡大*

4 東京海上グループの新たな取組み
東京海上グループの強みやソリューションを組み合わせ、新たな
価値を提供します。支援の概要

宇宙への挑戦の支援
2022年４月から「宇宙プロジェクト」を始動しました。1970年代から約50年に渡って宇宙
産業に貢献してきた専門性・ノウハウを結集し、宇宙産業に携わるお客様への支援や地上
の社会課題解決への支援を推進しています。

㈱SkyDriveとの資本業務提携
安 心・安 全な
「空飛ぶクルマ」
の社会実装に
向けて、新たな
リスクに対応する
保険商品・関連
サービスの開発
を目的とする資本
業務提携を締結しました 。2025年の関西大阪
万博での運航開始に向けて、リスクマネジ
メントや社会受容性の向上に共同で取り
組んでまいります。

バーチャル空間での
新たな体験の提供
世界初のメタバース・ステーション
“Virtual AKIBA World”に保険相談所
を出展し、メタバース空間を活用した
新たな保険相談・販売モデルを開始
しました。 設計開発中の

「SkyDrive式SD-05型」（「SD-05」）
デザイン（2023年３月時点）
© SkyDrive Inc.

『宇宙』をキーワード
に、様々なビジネス
マッチングに繋がる
カンファレンスへの
出展を行っています。
2022年9月に北海道
帯広で開催された
「北海道宇宙サミット」には、4,700名超の企業や政府関係
者が参加しました。

電動キックボードや自動配送ロボット等、
新しいモビリティが公道を走行可能となる
改正道路交通法が2023年に施行されます。
また、空の領域でもドローンのレベル４飛行
が可能となっており、新しいモビリティが
世の中に溢れています。当社は新しいモビ
リティを安心してご利用いただけるよう、各
事業者様や専門家の皆様と共同で安全に
向けた各種ガイドブックを作成し、安心・安全な普及推進に貢献しています。

新たな技術を活用してまちづくりを支える

3 スマートシティに関わる取組み
時代によって変化する社会課題に対し、新たな技術を活用した
取組みを行い、地域と一体となって地域社会の発展をめざします。支援の概要
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MaaS ～安心・安全な交通社会の実現～

自動運転システムの開発を手掛ける米国May Mobility社と資本
業務提携し、自動運転プロジェクトに共同で参画しています。
また、同社が有する自動運転データを当社の自動車保険事故
データ・オペレーションと組み合わせることにより、自動運転向け
リスクコンサルティングや損害サービスの開発など、安心・安全な
自動運転サービスの導入・普及に取り組んでいます。

自動運転領域に向けた取組み

宇宙プロジェクト
宇宙特有のリスクへの新たな
保険商品やソリューションの
開発はもとより、人工衛星
データ等を活用した気候変動
対策や災害予測、宇宙産業の
成長・発展に向けた支援等を
通じて、地上の様々な社会
課題の解決への貢献も目指
し、取り組んでいます。

自治体や企業との連携

安心・安全な普及に向けた取組み

スマートシティ ～ICTを活用した地域課題の解決～

市民の幸福度を様々な角度から測定する日本初の総合指標パッケージである LWC指標は、
デジタル田園都市国家構想のKPIの一つとして位置づけられており、今後自治体における
重要度が高まることが予想されます。当社は民間事業者を代表して、指標の開発と活用促進
を担っています。

個々人の疾病リスクを低減させ、高い健康度を維持したままで高齢期を迎えられる社会
を実現することを目的に、疾病予測モデル等の研究・開発を行うための共同研究講座を
弘前大学・バリューHRと開設しました。今後疾病予測モデル等を用いたサービス提供
や保険商品の開発を行っていきます。

Liveable Well-Being City指標

災害発生時の生活再建支援体制の構築

ヘルスケア - 共同研究講座「健康寿命延伸学講座」を開設‐

災害発生時の対応として、被災箇所をドローンで
撮影し３Dデータを収集、最先端の3Dモデリング技術
を活用する事で「最短で被災箇所の復旧を可能と
する工法・アプローチ」を検証し、工事事業者へデータ
連携を行う体制を整備しました。

地域社会の更なる発展に向けて

2022年4月、企業連合「防災コンソーシアムCORE」を
始動しました。多種多様な業界の企業・団体が持つ
強みを組み合わせ、７つの分科会が発足しています。
業界の垣根を超え、災害に負けない強靭な社会の構築
を目指します。
＊2023年１月時点

防災コンソーシアムCORE  会員数85社に拡大*

4 東京海上グループの新たな取組み
東京海上グループの強みやソリューションを組み合わせ、新たな
価値を提供します。支援の概要

宇宙への挑戦の支援
2022年４月から「宇宙プロジェクト」を始動しました。1970年代から約50年に渡って宇宙
産業に貢献してきた専門性・ノウハウを結集し、宇宙産業に携わるお客様への支援や地上
の社会課題解決への支援を推進しています。

㈱SkyDriveとの資本業務提携
安 心・安 全な
「空飛ぶクルマ」
の社会実装に
向けて、新たな
リスクに対応する
保険商品・関連
サービスの開発
を目的とする資本
業務提携を締結しました 。2025年の関西大阪
万博での運航開始に向けて、リスクマネジ
メントや社会受容性の向上に共同で取り
組んでまいります。

バーチャル空間での
新たな体験の提供
世界初のメタバース・ステーション
“Virtual AKIBA World”に保険相談所
を出展し、メタバース空間を活用した
新たな保険相談・販売モデルを開始
しました。 設計開発中の
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デザイン（2023年３月時点）
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『宇宙』をキーワード
に、様々なビジネス
マッチングに繋がる
カンファレンスへの
出展を行っています。
2022年9月に北海道
帯広で開催された
「北海道宇宙サミット」には、4,700名超の企業や政府関係
者が参加しました。

電動キックボードや自動配送ロボット等、
新しいモビリティが公道を走行可能となる
改正道路交通法が2023年に施行されます。
また、空の領域でもドローンのレベル４飛行
が可能となっており、新しいモビリティが
世の中に溢れています。当社は新しいモビ
リティを安心してご利用いただけるよう、各
事業者様や専門家の皆様と共同で安全に
向けた各種ガイドブックを作成し、安心・安全な普及推進に貢献しています。

新たな技術を活用してまちづくりを支える

3 スマートシティに関わる取組み
時代によって変化する社会課題に対し、新たな技術を活用した
取組みを行い、地域と一体となって地域社会の発展をめざします。支援の概要
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GIGAスクール構想の支援
学校教育の現場で「GIGAスクール
構想」の実現に向けた動きが加速して
います。
児童生徒が使う「1人1台端末」など、教
育ICT環境の整備のサポートを通じて、
「GIGAスクール構想」の実現に貢献
しています。

運送事業者の課題解決に向けた業界団体との共同取組み
運送事業者における人手不足や長時間労働、今後直面
する2024年問題*といった社会課題を背景に、全国の
トラック協会と連携したセミナーを開催し、課題周知
および解決に向けた情報提供やご支援を行っています。
＊働き方改革関連法によって2024年4月1日以降、自動車運転業務
の年間時間外労働時間の上限が960時間に制限されることに
よって発生する問題の総称。 東京都トラック協会多摩支部での経営セミナーの様子

脱炭素に資するローン商品を銀行と共同開発
保険やサービスを付帯した共同商品を銀行と開発し､一体となって地域の課題解決に取り
組んでいます。
例えば、自然災害により被災した住宅ローン債務者に対して、一部の債務を免除する
サービスを省エネ住宅購入者に提供する住宅ローンを金融機関と共同開発しています。
こうした脱炭素に資する個人向け、法人向けのローン商品の開発を進めてまいります。

当社は金融機関とのSDGs
取組み推進による地域の
課題解決の取組みを推進
しています。
例えば、七尾市・のと共栄
信用金庫・当社を含む産官
学金民 S D G s 包 括 連携
プラットフォーム「ななおSDGs
スイッチ」を活用した「創業支援と社会・地域課題解決型企業の経営支援による地方創生
SDGｓ金融の取組み」にて内閣府の「第2回地方創生SDGs金融表彰」を受賞しました。
また、北九州市と当社を含む19金融機関連携による「市と金融機関の協定に基づく、
『稼げるまち』に向けた自律的好循環の形成」でも同賞を受賞しております。
今後も各地域金融機関とともにSDGsの取組み推進を通じて地域課題の解決と地方創生に
取り組んでまいります。

地域金融機関とのSDGｓ推進

地域金融機関との社会的課題解決に向けた共同取組み
各地域金融機関の経営理念と､｢豊かで快適な社会生活と経済の発展に貢献する｣という
当社の経営理念は､共に実践可能な場面が多く､多様化する地域・社会の課題解決に向け
た共同の取組みを複数の金融機関と進めています｡具体的には､地域のお客様への各種
ソリューションを共同で提供しています。これからも当社は地域金融機関の皆さまととも
に､地方創生・SDGsの観点で地域の発展に取り組んでまいります。

火災保険の販売を通じて地域の防災・減災に繋げる取組み
中央共同募金会（赤い羽根共同募金を推進）と提携し､お客様がお住まい
の都道府県における防災・減災活動等をサポートする取組みを行っています。
具体的には､当社のお客様が火災保険(トータルアシスト住まいの保険）ご加入
時に､Web約款またはWeb証券をご選択いただくことで削減される費用の一定
割合を当社が「赤い羽根共同募金」に寄付する取組みを実施しております。

上記に加えて、商工三団体の会員事業者向けの保険の付帯サービスとして、海外展開支援サービス（→7ページ）､
インバウンドビジネス支援サービス（→8ページ）を提供しています。

商工三団体等と当社の間で協定を締結､ともに地域経済の活性化に取り組む

2022年4月に「SDGs推進に関する包括的な連携協定」を締
結しました。「防災・減災およびリスクマネジメントの推進」
「販路開拓支援」「カーボンニュートラルの実現」などSDGsの
考えに沿った支援で相互連携・協力し、中小企業等の持続的
な成長に寄与することを目指しています。

中央会青年部と連携し事業継続力強化連携ネットワークを構築

中小企業等の持続的成長への取組み（独立行政法人中小企業基盤整備機構・当社）

事業継続力強化計画を個社の計画策定に留めず、広域で
複数事業者が連携する事業継続力強化を目指し、組合
青年部と協力して複数県連携での広域セミナーを実施して
います。 
（全国中小企業団体中央会）

商工会議所・委員会での講演や各地でセミナーを開催
全国の商工会議所役員等が出席する委員会で「サイバー
リスクの実態と対策のポイント」「中小企業強靱化のため
の事業計画策定支援事業」の講演パートを設け、各地で
の啓発セミナーも行っています。
（日本商工会議所）

事業継続力強化支援計画の認定を受けた全国の商工会を
対象に、当社が提供可能な「小規模事業者向け事業継続
力強化計画・策定支援ツール」等をご案内しています。
（全国商工会連合会）

商工会職員向け事業継続力強化支援会議の実施

写真はイメージです

地域のメインプレイヤーとともに

地方創生の取組みを加速させていくため､地域社会の持続的発展
に取り組まれている､地域に根差した｢自治体｣｢金融機関｣
｢商工三団体｣等と連携した取組みを行っています。

支援の概要

5 自治体･金融機関･商工三団体等
との共同取組み
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❶認知症になっても暮らしやすい街づくりをサポート（全国)
認知症の方やご家族が安心して暮らすことができる社会の
実現を目指し、自治体の皆様と共に取組みを進めています。
認知症の方の行方不明時の捜索費用や第三者へ損害を
与えてしまった際の賠償等を補償する制度の開発等、認知
症になっても暮らしやすい街づくりをサポートします。

10地域プレーヤーと連携した課題解決への取組み（徳島）
徳島県､徳島県商工会議所連合会､RIZAP㈱との
４者間で連携協定を締結しました｡互いのノウハウ
や知見を活用して、地域課題である糖尿病死亡
率の改善を図りつつ県内企業の健康経営を推進
します｡また､サイバーセキュリティ強化やGXの推進､
防災・減災の取組みなど､様々な分野でも連携し､地方
創生の実現を目指します。

❾「大人の島留学制度」のサポート（島根）
隠岐島前地域（海士町、西ノ島町、知夫村）では全国
の若者向けに就業体験移住制度「大人の島留学」を
実施しています｡島内の事業所と島外の若者の希望に
沿った就業体験を実施し､地域の活性化が進んでい
ます｡この中で､地元代理店とともに「大人の島留学」
制度に寄り添った保険の提供を行っております｡

❽MaaS社会実現に向けた取組み（滋賀）
移動弱者対策の一つとしての「近距離モビリティの
普及」に向け､守山市など県内４市およびカー
ディーラーと連携し､電動車いす「WHILL」のシェア
リング実証実験を実施しました。また、WHILL㈱や
守山市とともに産学官の多様な立場から意見交換
会を実施しました。今後も様々なモビリティの社会
普及を通じた地域活性化を目指します。

❺eスポーツを通じた地域活性化の取組み（群馬）
群馬県の後援のもと、eスポーツ大会「グランツー
リスモ東京海上日動杯」を開催しました。県内
カーディーラーを中心とした代理店にて行われた
予選会には、約500名が参加しました。老若男女
問わず参加できる「eスポーツ」を通じて、地域の
皆様の交流や地域活性化を支援しています｡　　

❸粗飼料補償制度の開発（北海道）
牛の餌として酪農業に不可欠な牧草・デントコーン等の
粗飼料が自然災害等の不測かつ突発的な事故によって
必要量を収穫できなかった場合に､代替飼料の購入費用を
補償する制度により､酪農業を営む上でのリスクを軽減します。

予選会の様子決勝大会案内チラシ

写真はイメージです写真はイメージです

世界アルツハイマーデーに合わせ当社三番町ビルをライトアップ（社員認知症サポーター約5,000名）

地域に寄り添い課題を解決

全国一律で提供可能なメニューの他にも､地域の課題やニーズ
に応じ、各地で様々な取組みを行っています。支援の概要

6 全国各地の特徴的な取組み

❼地域の交通安全普及啓発（静岡）
「ながらスマホ」による交通事故増加が社会課題と
なっている昨今、静岡県・静岡県警察と3者で開催し
た交通安全啓発協力式において、注意喚起ポスター
やのぼり旗を贈呈したほか、当社社員が（一社）静岡
県自動車会議所の交通安全啓発をテーマにした
ラジオ番組に出演するなど、当地における安心・
安全の提供に貢献しています。

交通安全啓発協力式の様子 新静岡駅での啓発活動

11地域企業への健康経営普及（長崎）
健康経営のトップランナーであるジャパネットHDとともに、
地域企業の健康経営普及に向けて、「健康経営ツアー」を
開催しました。従業員の働き方や生産性向上に配慮した
ジャパネットHDのオフィス見学や、ジャパネットHD・当社それ
ぞれの健康経営取組み事例を紹介するなど、健康経営に
取り組む企業の裾野拡大に貢献しています。

❷観光地の風評被害対策への支援（全国）
自然災害の発生に際し、観光地が被災状況等の誤認による
「観光風評被害」に遭った場合に､「平時どおりに宿泊・観光
できること」を周知するために､観光協会等が支出した広告
宣伝やPRイベントの実施に係る費用等を補償します｡観光
事業者の皆様をお守りし､地域経済活性化に貢献します。

守山市での実証実験の様子

❻持続可能なまちづくりに向けた地域企業の
　 SDGs推進支援（東京）
豊島区制90周年を地域企業の力で盛り上げる取組み
の一環として、区と連携して企業のためのSDGs推進
支援セミナーを開催し、オールとしまでSDGsへの理解
を深めました。また、企業の「SDGs行動宣言」の策定
をサポートし、まちづくりへの参画を支援しています。

豊島区制90周年実行委員会SDGsセミナーの様子

打合せの様子 デジbuteの推進チラシ

❹代理店によるSDGsへの貢献（東北）
お客様に一番近い存在である当社代理店において、
東日本大震災から10年にあたり「リボンプロジェクト」
を発足させ、SDGs目標にコミットした取組みを推進し
ています。「震災を風化させない」想いで、防災・減災
の啓発活動やお客様とともに取り組む地球環境保護
活動（デジbute）など、お客様や地域社会に寄り
添った活動を行っています。

大人の島留学の様子

協定式の様子 健康経営ツアーの様子

25 26

地
域
社
会
の
発
展



❸

❺

❻
❽

11

❾

❼

❹

10

❶認知症になっても暮らしやすい街づくりをサポート（全国)
認知症の方やご家族が安心して暮らすことができる社会の
実現を目指し、自治体の皆様と共に取組みを進めています。
認知症の方の行方不明時の捜索費用や第三者へ損害を
与えてしまった際の賠償等を補償する制度の開発等、認知
症になっても暮らしやすい街づくりをサポートします。

10地域プレーヤーと連携した課題解決への取組み（徳島）
徳島県､徳島県商工会議所連合会､RIZAP㈱との
４者間で連携協定を締結しました｡互いのノウハウ
や知見を活用して、地域課題である糖尿病死亡
率の改善を図りつつ県内企業の健康経営を推進
します｡また､サイバーセキュリティ強化やGXの推進､
防災・減災の取組みなど､様々な分野でも連携し､地方
創生の実現を目指します。

❾「大人の島留学制度」のサポート（島根）
隠岐島前地域（海士町、西ノ島町、知夫村）では全国
の若者向けに就業体験移住制度「大人の島留学」を
実施しています｡島内の事業所と島外の若者の希望に
沿った就業体験を実施し､地域の活性化が進んでい
ます｡この中で､地元代理店とともに「大人の島留学」
制度に寄り添った保険の提供を行っております｡

❽MaaS社会実現に向けた取組み（滋賀）
移動弱者対策の一つとしての「近距離モビリティの
普及」に向け､守山市など県内４市およびカー
ディーラーと連携し､電動車いす「WHILL」のシェア
リング実証実験を実施しました。また、WHILL㈱や
守山市とともに産学官の多様な立場から意見交換
会を実施しました。今後も様々なモビリティの社会
普及を通じた地域活性化を目指します。

❺eスポーツを通じた地域活性化の取組み（群馬）
群馬県の後援のもと、eスポーツ大会「グランツー
リスモ東京海上日動杯」を開催しました。県内
カーディーラーを中心とした代理店にて行われた
予選会には、約500名が参加しました。老若男女
問わず参加できる「eスポーツ」を通じて、地域の
皆様の交流や地域活性化を支援しています｡　　

❸粗飼料補償制度の開発（北海道）
牛の餌として酪農業に不可欠な牧草・デントコーン等の
粗飼料が自然災害等の不測かつ突発的な事故によって
必要量を収穫できなかった場合に､代替飼料の購入費用を
補償する制度により､酪農業を営む上でのリスクを軽減します。

予選会の様子決勝大会案内チラシ

写真はイメージです写真はイメージです

世界アルツハイマーデーに合わせ当社三番町ビルをライトアップ（社員認知症サポーター約5,000名）

地域に寄り添い課題を解決

全国一律で提供可能なメニューの他にも､地域の課題やニーズ
に応じ、各地で様々な取組みを行っています。支援の概要

6 全国各地の特徴的な取組み

❼地域の交通安全普及啓発（静岡）
「ながらスマホ」による交通事故増加が社会課題と
なっている昨今、静岡県・静岡県警察と3者で開催し
た交通安全啓発協力式において、注意喚起ポスター
やのぼり旗を贈呈したほか、当社社員が（一社）静岡
県自動車会議所の交通安全啓発をテーマにした
ラジオ番組に出演するなど、当地における安心・
安全の提供に貢献しています。

交通安全啓発協力式の様子 新静岡駅での啓発活動

11地域企業への健康経営普及（長崎）
健康経営のトップランナーであるジャパネットHDとともに、
地域企業の健康経営普及に向けて、「健康経営ツアー」を
開催しました。従業員の働き方や生産性向上に配慮した
ジャパネットHDのオフィス見学や、ジャパネットHD・当社それ
ぞれの健康経営取組み事例を紹介するなど、健康経営に
取り組む企業の裾野拡大に貢献しています。

❷観光地の風評被害対策への支援（全国）
自然災害の発生に際し、観光地が被災状況等の誤認による
「観光風評被害」に遭った場合に､「平時どおりに宿泊・観光
できること」を周知するために､観光協会等が支出した広告
宣伝やPRイベントの実施に係る費用等を補償します｡観光
事業者の皆様をお守りし､地域経済活性化に貢献します。

守山市での実証実験の様子

❻持続可能なまちづくりに向けた地域企業の
　 SDGs推進支援（東京）
豊島区制90周年を地域企業の力で盛り上げる取組み
の一環として、区と連携して企業のためのSDGs推進
支援セミナーを開催し、オールとしまでSDGsへの理解
を深めました。また、企業の「SDGs行動宣言」の策定
をサポートし、まちづくりへの参画を支援しています。

豊島区制90周年実行委員会SDGsセミナーの様子

打合せの様子 デジbuteの推進チラシ

❹代理店によるSDGsへの貢献（東北）
お客様に一番近い存在である当社代理店において、
東日本大震災から10年にあたり「リボンプロジェクト」
を発足させ、SDGs目標にコミットした取組みを推進し
ています。「震災を風化させない」想いで、防災・減災
の啓発活動やお客様とともに取り組む地球環境保護
活動（デジbute）など、お客様や地域社会に寄り
添った活動を行っています。

大人の島留学の様子

協定式の様子 健康経営ツアーの様子
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「いざ」というとき、お役に立ちたい。

万が一のときも、新たな一歩を踏み出すときも。

お客様と社会のあらゆる「いざ」を支える、強くやさしい存在でありたい。

この思いを日々の行動として積み重ね、

すべての人や社会から信頼される良い会社“Good Company”を目指し、

挑戦を続けてゆきます。

東京海上グループ

●東京海上グループの事業領域と主なグループ会社（2022年7月1日時点）

●国内ネットワーク（2022年4月1日時点）

東京海上グループは、世界46の国・地域にネットワークを展開し、海外進出企業をはじめ、海外
旅行者等世界各国のお客様の多様なニーズにお応えできる体制を整えています。当社海外支店
や東京海上グループの現地法人等がそれぞれの特色を活かし、各国内の販売網を通じて生損保
の様々な商品をご提供しています。

当社は全国に127の営業部・支店を軸に335の営業室・課・支社、225カ所の損害サービス拠点を
配置し、お客様にご満足いただけるサービス体制を整えています。

●海外ネットワーク（2022年3月31日時点）

東京海上グループの持つ国内外の拠点網、ソリューション等を活用し、全国各地の地方創生の
取組みを支援しています。

●駐在員数：301名　●現地スタッフ数：約33,000名海外拠点 : 46の国・地域

地方創生を支える東京海上グループのネットワーク

国内損害保険事業
●東京海上日動
●日新火災
●イーデザイン損保
●東京海上ミレア少額短期
●東京海上ウエスト少額短期

海外保険事業
●Tokio Marine North America, Inc.
●Philadelphia Consolidated Holding Corp.
●Tokio Marine America Insurance Company
●Delphi Financial Group, Inc.
●HCC Insurance Holdings, Inc.
●Privilege Underwriters, Inc
●Tokio Marine Kiln Group Limited
●Tokio Marine Middle East Limited
●Tokio Marine Seguradora S.A.
●Tokio Marine Asia Pte. Ltd.
●東京海上日動火災保険（中国）有限公司
　等

国内生命保険事業
●東京海上日動あんしん生命

金融事業
［投資顧問業・投資信託業］
●東京海上アセットマネジメント
［メザニン・ファンド事業］
●東京海上メザニン
　等

その他事業
［リスクソリューション事業］
●東京海上ディーアール
［総合人材サービス事業］
●東京海上日動キャリアサービス
［ファシリティマネジメント事業］
●東京海上日動ファシリティーズ
［トータルヘルスケアコンサルティング事業］
●東京海上日動メディカルサービス
［シルバー事業］
●東京海上日動ベターライフサービス
［アシスタンス事業］
●東京海上アシスタンス
●東京海上インターナショナルアシスタンス
［保険代理業］
●東京海上日動あんしんコンサルティング
［教育・研修事業］
●東京海上日動HRA
　等

 中国・四国
部 ………………………… 3
支店 ……………………… 9
室・課・支社…………………35
事務所 …………………… 1
損害サービス部…………… 2
損害サービスの拠点………19

 東海・北陸
部 …………………………11
支店 ………………………10
室・課・支社…………………50
事務所 …………………… 4
損害サービス部…………… 6
損害サービスの拠点………38

 関西
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 九州・沖縄
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室・課・支社…………………38
事務所 …………………… 4
損害サービス部…………… 2
損害サービスの拠点………24

 北海道
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損害サービスの拠点………12

 関東・甲信越
部 …………………………32
支店 ………………………19
室・課・支社……………… 121
事務所・オフィス…………… 5
損害サービス部…………… 9
損害サービスの拠点………79

 東北
部 ………………………… 2
支店 ……………………… 6
室・課・支社…………………34
事務所 …………………… 2
損害サービス部…………… 1
損害サービスの拠点………19
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社会課題別索引

産業振興・企業支援
輸出支援サービス

海外事業開始時支援サービス

海外展開支援サービス

海外展開支援セミナー

インバウンド向けSNS分析

インバウンド集客・受入支援サービス

インバウンドビジネス支援サービス

訪日外国人向け海外旅行保険

インバウンドセミナー

健康経営優良法人認定取得支援

健康経営普及啓発

BCP策定支援

事業継続力強化計画策定支援

BCP・事業継続力強化計画策定支援セミナー

農業事業者・食品事業者向け保険

農業事業者・食品事業者向けセミナー

陸上養殖事業者支援

日本酒輸出パッケージ

M&A支援

人材紹介・プロ人材の活用「プロドア」

経営リスク等に対する資金準備等の支援

助成金・補助金診断システム

中小企業向けソリューションサイト
「BUDDY+」

地方創生経営者フォーラム

スタートアップ協業

LWC指標

宇宙プロジェクト

…P7

…P7

…P7

…P7

…P8

…P8

…P8

…P8

…P8

…P9

…P9

…P10 

…P10

…P10  

…P11

…P11

…P11

…P11

…P12

…P12

…P12

…P12

…P12

…P15

…P19 

…P21

…P22

農林水産業・食品流通
輸出支援サービス

農業事業者・食品事業者向け保険

農業経営者・食品事業者向けセミナー

陸上養殖事業者支援

日本酒輸出パッケージ

各地の物産展

LWC指標

…P7

…P11

…P11

…P11

…P11

…P15

…P21

環境対策・資源循環
みどりの授業

TCFD開示支援

GX情報提供
（セミナー、GXはじめてガイド）

電力卸売価格変動保険

電力コンサル会社の紹介

LWC指標

…P14 

…P20

…P20

…P20

…P20

…P21

ICT推進・デジタル戦略
自治体BPR

スタートアップ協業

サイバーセキュリティポータルサイト
「TokioCyberPort」

サイバーセキュリティセミナー

サイバートラブル連絡・相談窓口
「緊急時ホットラインサービス」

防災コンソーシアムCORE

メタバース空間での保険相談・販売

空飛ぶクルマ

…P19

…P21

…P21

…P21

…P21

…P22

…P22

…P22

都市・交通整備
安心・安全な次世代モビリティの普及

安全な自動運転の普及

リスクマップ

空飛ぶクルマ

LWC指標

…P21

…P21

…P21

…P22

…P21

暮らしの安心・安全
警察本部と連携した啓発活動

安心・安全な次世代モビリティの普及

安全な自動運転の普及

リスクマップ

LWC指標

…P15 

…P21

…P21

…P21

…P21

教育支援
みどりの授業

ぼうさい授業

リスクと未来を考える授業

おかねの授業

かいごの授業

…P14

…P14

…P14

…P14

…P14

人材育成
地方創生研鑽会

自治体等との人事交流

LWC指標

…P16

…P17

…P21

広報・PR
警察本部と連携した啓発活動

各地の物産展

当社HPへのリンク掲載

地方創生経営者フォーラム

…P15

…P15

…P15

…P15

海外展開
輸出支援サービス

海外事業開始時支援サービス

海外展開支援サービス

海外展開セミナー

日本酒輸出パッケージ

LWC指標

…P7

…P7

…P7

…P7

…P11

…P21

観光振興
インバウンド向けSNS分析

インバウンド集客・受入支援サービス

インバウンドビジネス支援サービス

インバウンド各種セミナー

訪日外国人向け海外旅行保険

LWC指標

…P8

…P8

…P8

…P8

…P8

…P21

健康・福祉
健康経営優良法人認定取得支援

健康経営普及啓発

かいごの授業

「健康寿命延伸講座」の開設

LWC指標

…P9

…P9

…P14

…P21

…P21

防災・減災・災害対策
BCP策定支援

事業継続力強化計画策定支援

BCP・事業継続力強化計画策定支援セミナー

ぼうさい授業

災害発生時の生活再建支援

LWC指標

防災コンソーシアムCORE

…P10

…P10

…P10

…P14

…P21

…P21

…P22
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社会課題別索引
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…P14

…P14

…P14

…P14

人材育成
地方創生研鑽会

自治体等との人事交流

LWC指標

…P16

…P17

…P21

広報・PR
警察本部と連携した啓発活動

各地の物産展

当社HPへのリンク掲載

地方創生経営者フォーラム

…P15

…P15

…P15

…P15

海外展開
輸出支援サービス

海外事業開始時支援サービス

海外展開支援サービス

海外展開セミナー

日本酒輸出パッケージ

LWC指標

…P7

…P7

…P7

…P7

…P11

…P21

観光振興
インバウンド向けSNS分析

インバウンド集客・受入支援サービス

インバウンドビジネス支援サービス

インバウンド各種セミナー

訪日外国人向け海外旅行保険

LWC指標

…P8

…P8

…P8

…P8

…P8

…P21

健康・福祉
健康経営優良法人認定取得支援

健康経営普及啓発

かいごの授業

「健康寿命延伸講座」の開設

LWC指標

…P9

…P9

…P14

…P21

…P21

防災・減災・災害対策
BCP策定支援

事業継続力強化計画策定支援

BCP・事業継続力強化計画策定支援セミナー

ぼうさい授業

災害発生時の生活再建支援

LWC指標

防災コンソーシアムCORE

…P10

…P10

…P10

…P14

…P21

…P21

…P22
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当社の地方創生の取組みは
こちらからご覧いただけます。本ブックレットは、SDGsにおける色盲、

色弱の方々に対してのデザインヘの
見やすさを配慮しています。

～持続可能な地域の実現に向けて～

地方創生ブックレット

地域とともに、東京海上日動


